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１． 研究成果報告の概要 

本研究では、先行研究データを基に解析目的に応じたインテリジェンスデータベース（IDB）
の基盤を構築し、内部・外部被ばく線量を統合的に扱う解析環境を整備した。1 年目には、デー

タ構造の最適化と IDB の試作を行い、実測値とシミュレーション結果の比較や避難行動の可視化

を可能とするとともに、外部被ばく線量推計手法の妥当性を確認した。2 年目には、外部被ばく

線量の個人・集団解析を進め、地域差や避難による線量低減効果を明らかにするとともに、個人

情報保護に配慮した IDB 運用手法を検討・改良した。3 年目には、内部・外部被ばく線量の関係

性を解析し、外部被ばくが主要な線量寄与である傾向を示すとともに、地域や条件による差異を

明らかにした。さらに、個人線量管理用および集団線量推計用からなる普及版 IDB を整備し、個

人・集団双方における線量評価・解析および体系的なデータ管理を可能とした。 
 

２． 研究成果報告 

２－１ 研究開始当初の背景 
量子科学技術研究開発機構（以下、量研）では、東電福島第一原発事故による住民の初期内部

被ばく線量、とりわけ放射性ヨウ素による甲状腺内部被ばくの推計を継続して実施してきた。し

かしながら、主要核種である I-131 を対象とした人の実測データは極めて限られている。そのた

め、小児甲状腺被ばくスクリーニング検査結果、セシウムを対象とした WBC の測定データ、人

の実測データを有する個人の避難行動データ、放射性核種の大気拡散シミュレーションの結果を

収集し、これらの情報を活用して線量推計を行ってきた 1-4)が、これらのデータは個人情報を含み

かつ膨大なデータ量であるため、第三者による多角的な活解析や再利用には限界がある。そのた

め、量研だけの研究に留めることなく、第三者の解析利用及び福島原発事故で得られた貴重なデ

ータを長期的に管理・保全する環境を整備することが重要である。 
 

２－２ 研究目的 
本研究は、先行研究で福島県住民の初期内部被ばく線量推計のために収集・解析された様々な
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種類のデータを有機的に統合し、GUI（Graphical User Interface）を介して多角的な解析を行える

IDB を作成すること、及び、その成果を踏まえ、将来の原子力災害における被災者の健康調査や

疫学調査に適したデータベースの管理・活用法を提案することを目的としでいる。 
 

２－３ 研究期間内に実施した内容（方法など） 
・１年目 

避難行動データを有する小児甲状腺被ばくスクリーニング検査被検者及び WBC 被検者（約

6,000 名）について、実測値及び大気拡散シミュレーション（WSPEEDI-II5, 6)）から推定した被ば

く線量及び避難場所の履歴等の関係を任意に抽出した被検者集団（出身自治体、年齢群、性別、

測定値、避難パターン等）に対する線量データを可視化できる IDB を複数試作した。また、本研

究では初期の内部被ばく線量に加えて、外部被ばく線量についても推計を行い、両線量の関係性

を調査するために、外部被ばく線量推計用に新たな計算プログラムを試作し、福島県内避難区域

に適用された代表的行動 18 パターン及び UNSCEAR2020/2021 の 37 避難パターンにおける外部

被ばく線量を評価した。 
・２年目 

WBC 被検者（5,426 名）を対象に外部被ばく線量推計用 IDB を試作した。本 IDB では、個人

の行動データ、空間線量率マップまたは公開済みの大気拡散シミュレーションから線量を推計し

ており、屋内遮へい効果や線量低減係数を考慮した外部被ばく線量、地域別・月別の線量分布、

避難行動別の線量比較、一時帰宅回数の影響評価、WBC 測定による内部被ばく線量との比較等

を実施した。さらに、IDB の運用においては、研究関係者や福島県民健康調査関係者の意見を踏

まえ、個人データの取り扱い、IDB のデザイン、必要項目の集約等の懸念事項に配慮した上、IDB
改良版を作成した。 

・３年目 
既存の IDB を基盤に内部・外部被ばく線量を統合的に推計可能なデータベースを整備し、解

析目的に応じて個人線量管理用および集団線量推計用に分類・抽出可能な普及版 IDB を構築し

た。また、本研究で整備した IDB を用いて外部被ばく線量推計及び内部被ばく線量との関係性

について解析を行った。 
 

２－４ 研究期間内に得られた成果および考察 
・１年目 

小児甲状腺スクリーニング被検者（約 300 名）および WBC 被検者（約 5,000 名）を対象とし

た IDB では、実測値と大気拡散シミュレーションによる推計線量の比較を視覚的に行うととも

に、自治体別・年齢群別・体内放射能等による対象者抽出や、シミュレーション条件（バージョ

ン、計算グリッド、移動モデル、屋内防護係数等）を GUI 上で柔軟に変更し、解析結果を即時に

更新できる機能を実装、避難行動データの可視化を可能にした。さらに、本研究で新たに試作し

た外部被ばく線量用計算プログラムの検証では、福島県内避難区域に適用された代表的行動 18
パターンの計算結果が Akahane らの結果 7)と概ね一致することを確認した。加えて、

UNSCEAR2020/2021 の 37 避難パターン 8)についても外部被ばく線量の計算を行い、事故後 4 か

月間の線量累積傾向を把握した。これにより、初期内部被ばく線量評価に加えて外部被ばく線量

の推計が可能となり、両者の関係性を統合的に解析できる基盤が整備された。 
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・２年目 
WBC 検査被検者の行動データを用いて試作した外部被ばく線量推計用 IDB により、個人の外

部線量推計以外、地域別の集団線量、避難による低減効果等について調べた。その結果、地域別

の集団線量では、飯舘村や川俣町の線量は他地域と比べて高く、これは避難時期の違いが要因の

一つである可能性が示唆された。また、WBC 検査被検者の外部被ばく線量は全体の 72%が 1mSv
未満、91%が 2mSv 未満であり、殆どの被検者の 3mSv 以下であることが確認された。さらに、

避難による線量低減効果は、居住地域に居続けたときの線量(避難無し)と避難行動による線量

（避難あり）で比較した結果、地域によって差はあるものの、75パーセンタイル線量で約半分か

ら 1桁まで低減したことを確認した。 
IDB の運用において、将来的な健康管理用データシステムの在り方やその利活用を考慮し、IDB

の使用目的を集団線量管理用と個人線量管理用と分類し、集団線量管理用 IDB では、個人情報を

削除した上で、地域毎の集団線量、時系列による行動データの分類及び線量分布の抽出・視覚化

を可能にする改良版 IDB を作成した。これにより、避難行動を有する WBC 検査被検者の線量分

布を基に、WBC 検査を受けていない被検者においてもおおよその内部被ばく線量を把握するこ

とが可能となった。 
・３年目 

解析目的に応じて作成した普及版 IDB は、個人線量管理用 IDB 及び集団線量推計用 IDB か

ら構成され、内部・外部被ばく線量を統合的に取り扱えるように整備した。個人線量管理用 IDB
では、個人レベルでの内部・外部被ばく線量推計および管理が可能となった。また、集団線量推

計用 IDB では、個人情報を含まない形で、地域別、避難行動別、年齢別等の集団単位で線量情報

を統合・整備しており、実測値を有しない類似の避難行動をしている集団に対する線量推計を可

能とした。例えば、実測値および行動データを有する被検者において、3 月 12 日から 15 日に津

島地区に滞在した場合の 75 パーセンタイル値は、内部被ばく線量が約 18 μSv、外部被ばく線量

が約 1.3 mSv であり、これらの情報を用いることで、同様の避難行動をとった集団の線量推計が

可能となる。このように、本 IDB は、個人および集団の内部・外部被ばく線量を統合的に評価・

比較できる機能を有し、対象集団ごとの被ばく線量分布の再構築や、複数の評価手法間の比較検

証並びに一貫性のある体系的なデータ管理を可能とした。 
外部被ばく線量推計では、地域別の外部被ばく線量分布を石川らの結果 8)と比較したところ、

福島県民健康調査における外部被ばく線量推計対象者数と比べて被検者数は限られているもの

の、飯舘村、浪江町、葛尾村および双葉町において概ね類似した分布が確認された。内部・外部

被ばく線量の関係性において、内部・外部被ばくの実効線量を比較した結果、外部被ばくによる

実効線量が内部被ばくによる線量より高い傾向が認められた。特に、飯舘村・川俣町においては、

その差が顕著であり、避難時期の遅れや WBC による測定時期の影響が一因である可能性が示唆

された。小児甲状腺スクリーニング検査受検者においても、外部被ばくによる線量が主要な線量

寄与であることが示されたが、いわき市では内部被ばくが相対的に高い傾向も認められたが、そ

の要因についてはさらなる解析が必要である。 
 
２－５ 当初計画・目標通り実施できなかった事項とその理由 
特記すべき事項なし 
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２－６ 当初の計画で予定した成果以外（以上）に得られた事項 
特記すべき事項なし 
 
２－７ まとめ 
本研究では、先行研究で福島県住民の初期内部被ばく線量推計のために収集・解析された多様

なデータを可視化できる IDBを複数試作した。さらに、既存の IDBを基盤として、内部・外部被

ばく線量を統合的に推計可能な改良版 IDB を整備するとともに、解析目的に応じた普及版 IDB
（個人線量管理用および集団線量推計用）を構築し、内部・外部被ばく線量を統合的に扱える基

盤を整備した。これにより、効率的かつ柔軟な線量評価および内部・外部被ばくの統合解析が可

能となり、個人・集団双方の線量評価と一貫性のある体系的なデータ管理が実現した。 
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３． 研究成果の活用方策の提案 

本研究で構築した IDBでは、個人および集団の内部・外部被ばく線量を統合的に評価・比較で

きるから、①福島県民健康調査等における対象集団の被ばく線量分布の再構築および個人の時

系列線量評価、②行政・研究機関におけるリスク評価や健康管理施策の検討支援、③線量評価

手法の比較検証および標準化等に活用できる。さらに、将来的には、本 IDBに蓄積されたデー

タ構造および評価アルゴリズムを基盤として、他の原子力事故への応用展開も可能である。 

 
４．研究成果公表（本研究内容に限る）※下線は主任研究者・分担研究者 
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